
平成24年夏における電力供給不安への対応と影響について
　　　大阪産業経済リサーチセンター

　平成24年7月26日から9月7日まで関西では対一昨年比10％以上の節電が要請された。関西電力が発表した今夏の需給状況の分析では、企業や家庭における節電対策の結果、最大電力は22年や23年よりも低かった。関西電力の分析では、猛暑のために電力需要が増えた22年と比べて、約11％の削減であった。厳しい電力事情の下での、電力供給不安や節電が大阪経済に与えた影響をいくつかの調査によってみる。
１.マクロ経済面への懸念
　電力供給不安のマクロ経済面への影響について、アジア太平洋研究所は、６月時点では、関西経済については、原発稼動ゼロの状態が続いた場合、2012年度実質ＧＲＰ成長率は0.9％、2013年度1.1％と予測していた。また、原発が順次再稼動すれば、実質ＧＲＰは、2012年度に0.14％、2013年度に0.47％程度引き上げられるとの予測であった（「関西エコノミックインサイト」No.14）。
　日本総合研究所は、７月時点では、今夏の節電によって、関西の実質成長率は0.3％下押しされる見込みとしていた。また、万一停電が発生した際の関西経済への影響は、直接的な経済押下げ作用は限定的であり、仮に５％程度の停電が１日４時間実施されるとして、実施期間が５日のケースでは2012年度実質成長率を0.09％、10日でも0.17％押下げるにとどまると予測されていた（「低空飛行のなか牽引役探る関西経済」2012年7月19日）。

　しかし、大飯３、４号機の再稼動と10％の節電行動により夏場の電力危機は回避できた。アジア太平洋研究所によると、節電期間の終期である８月末時点では、関西の実質ＧＲＰは、2012年度0.8％、2013年度1.1％と予測された。原発稼動をゼロを前提としていた６月予測と比べて、12年度は0.1％下方修正、13年度は変更なしである。原発が再稼動したものの、復興需要が見込めない、エコカー補助金の効果が年後半には剥落、輸出が緩やかな回復にとどまるため、関西経済は低調とされている（「関西エコノミックインサイト」No.15）。
　以上のように、12年度の関西の実質ＧＲＰは下方修正されたが、今夏の電力供給不安等の影響は小さく、政策や外需等他の需要減退要因によるものとみられる。
２.節電に向けた企業の対応と実績
　電力供給不安や節電が大阪・関西の企業に与える影響について各種アンケート調査をみていくと（図表１）、資本金10億円以上の関西本社企業では、「業務・管理手法改善による節電」が73.8％と最も多いが、「自家発電導入・強化」も27.0％あり、電力供給問題がＢＣＭ（事業継続管理）対策投資の増加の一要因となっている（日本政策投資銀行関西支店「関西本社企業投資意識アンケート調査」）。
　中小企業を中心とした、府内企業の具体的な節電方法は、「消灯・空調の調整」が８割を超え、「設備・ＯＡ機器等の調整」「省エネ機器導入」などが続く（大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査結果」2012年7～9月期）。８月から９月にかけて行った当センターの企業ヒアリングの結果をみると、電力不足の対応としては、宿泊業は、「照明をＬＥＤに変更」したり、「空調設備を効率のよいガス燃焼式や水冷式に替えた」などの例がみられ、塗料製造業は、「クーラーの設定温度を28度にする」、「機械を一度に稼動せず順次稼動して、電力消費を一気に大きくしない」、「生産を前倒し、在庫を多く持つことで、夏の電力需要増加に対応する」、「省エネの設備機器を導入する」などの例がみられた。

　節電実績は、全体では「不明」が26.9％と最も多く、次いで「３％未満」「３％～５％未満」「５％～10％未満」などとなっている。規模別では大企業において「10％～15％未満」と「15％以上」の合計が23.8％を占め、中小企業（同10.2％）とは大きな開きがある（大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査結果」2012年7～9月期）。
　また、10月12日に発表された経済産業省が関西経済連合会や大阪商工会議所などと共同で実施したアンケート調査では、大口電力需要家の約4割が無理のない節電目標は５％未満と考えている。大阪商工会議所は、「企業の節電疲れがみて取れる結果で、電力の安定供給は喫緊の課題」と分析している。
３. 節電による影響

　節電による利益面での影響は、全体では「ほぼ影響なし」が７割近くを占め、「不明」が24.2％、「減益」が7.5％、「増益」が1.2％となっている。業種別では製造業の７割超が、規模別でも大企業で８割超が「ほぼ影響なし」と回答している。節電の結果、大企業では「エネルギー費用等の削減」が自社の収益に影響を与えたとする割合が高いのに対して、中小企業では「受注・販売の減少」が収益に影響したとの回答が多くなっている（大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査結果」2012年7～9月期）。
　節電に関するアンケート結果では、今夏は、節電等による利益面への影響はあまりみられなかったものの、今後、電力不足の状況が続けば生産等が抑制され、電力料金上昇に伴うコスト上昇懸念も出てくるとみられる（大阪商工会議所、関西経済連合会「今夏の節電に関するアンケート結果」）。当センターの企業ヒアリングからも、今後電気料金が値上がりすると、収益に響くという声も聞かれるなど、今後の影響は厳しい状況になるとみられる。
　消費面への影響としては、節電対応により家電の一部の品目に動きがみられた。近畿(７月)の大型家電量販店販売額の前年同月比をみると、扇風機が146％増、照明器具（ＬＥＤ機器が牽引したとみられる）が51％増と大幅に増加した（近畿経済産業局「近畿経済の動向」）。

　具体的な影響としては、販売量の動きは、家電量販店では「８月：節電家電への買換え需要が堅調で、エアコン、冷蔵庫の販売の動きが活発である。９月：節電につながる付加価値の高い高級白物家電の販売量が伸びている」、一般小売店では「８月：本格的な夏に入り、衣料販売業にとってはとても厳しい季節となった。節電商品の動きも悪い」、また、来客数の動きは、テーマパークにおいて「８月：節電の影響からか、来客数の伸びに勢いがあまり感じられない」（内閣府「景気ウォッチャー調査」近畿地区８月、９月）などとなっている。

　
図表１：電力供給不安・節電等の対応及び影響

	調査機関
	調査時期
	調査対象
	調査結果

	日本政策
投資銀行
関西支店
	9月5日
	資本金10億円
以上の関西本
社企業
	○電力供給問題に対する対応は「業務・管理手法改善による節電」73.8％、「省電力設備・機器の導入」43.4％、「操業・営業時間の変更」28.8％、「自家発電導入・強化」27.0％。

	大阪商工
会議所、

関西経済

連合会
	8月下旬～
9月上旬
	関西6,148社
（有効回答数
　759社）
	○大口需要家の2割近くが操業日時を変更。

○大口需要家の約3割が今夏のような節電は困難。

○無理がないと思われる節電目標は5％未満が3割前後と最多。

○電力不足が続けば関西企業の3割前後が生産・営業の抑制。
○電力料金が上昇した場合の影響では、小口需要家の5割台半ばが「販売価格に転嫁できないため利益が減少」。


４．今後の見通し
　今冬の需給見通しについて、関西電力が10月12日に見通しを発表した。23年度並の厳冬を想定し、定着した節電を織り込んだ場合、25年2月で需要量は最大2,537万キロワットと、需給の余裕度を示す予備率は4.1％を確保できる見通しである。また、関西広域連合は11月８日、冬の電力需給対策について、10年冬に比べて６％減とする節電の目安を決めた。だが、原子力規制委委員会が大飯原発内の断層調査を行っており、結果次第で規制委が３、４号機（計236万キロワット）の停止を関西電力に命じる可能性もある。

　その場合には一転して厳しい電力需給状況に陥るため、関西広域連合は、両機が稼働停止した場合には「電力需給対策を再度検討する」ことになる。この場合、関西電力は、停電回避に向けて電力融通や火力発電所の検査先送り、数値目標付き節電目標導入といった対応が必要となり、今後の動向が注視される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田昌宏）
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